
議案第 ７ 号 

令和６年度貝塚市一般会計補正予算（第 11 号）の件 

令和６年度貝塚市の一般会計補正予算（第 11 号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８８４，８５３千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３９，９８１，０３０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第 213 条第１項の規定により、翌年度に繰越して使用することができ

る経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の変更は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

 

令和７年２月 21 日提出 

 

                                                貝塚市長 酒 井  了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　歳　入 (単位   千円)

9. 地方特例交付金 433,672 4,238 437,910

2.
新型コロナウイルス感染症対
策地方税減収補特別交付金 0 4,238 4,238

10. 地方交付税 6,318,764 591,039 6,909,803

1. 地方交付税 6,318,764 591,039 6,909,803

14. 国庫支出金 8,899,316 151,924 9,051,240

1. 国庫負担金 6,520,382 66,750 6,587,132

2. 国庫補助金 2,353,735 85,174 2,438,909

15. 府支出金 3,193,360 2,381 3,195,741

2. 府補助金 614,625 2,381 617,006

16. 財産収入 37,712 797 38,509

2. 財産売払収入 400 797 1,197

17. 寄附金 725,246 30,759 756,005

1. 寄附金 725,246 30,759 756,005

18. 繰入金 2,493,845 2,715 2,496,560

2. 基金繰入金 2,452,043 2,715 2,454,758

21. 市債 1,388,878 101,000 1,489,878

1. 市債 1,388,878 101,000 1,489,878

39,096,177 884,853 39,981,030

計

第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項 補正前の額 補 正 額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



　歳　出 (単位   千円)

2. 総務費 4,990,583 386,604 5,377,187

1. 総務管理費 3,700,797 386,604 4,087,401

3. 民生費 19,440,422 237,039 19,677,461

1. 社会福祉費 8,355,483 52,352 8,407,835

2. 児童福祉費 7,831,487 95,687 7,927,174

3. 生活保護費 3,253,452 89,000 3,342,452

4. 衛生費 3,524,744 3,134 3,527,878

1. 保健衛生費 799,745 0 799,745

2. 清掃費 1,774,486 △7,883 1,766,603

3. 病院費 937,422 10,000 947,422

4. 上水道費 13,091 1,017 14,108

7. 商工費 243,390 33,534 276,924

1. 商工費 243,390 33,534 276,924

9. 消防費 1,221,102 10,548 1,231,650

1. 消防費 1,221,102 10,548 1,231,650

10. 教育費 2,960,736 81,985 3,042,721

2. 小学校費 867,293 76,572 943,865

3. 中学校費 461,206 4,005 465,211

4. 幼稚園費 230,006 1,408 231,414

5. 社会教育費 671,810 0 671,810

6. 保健体育費 290,506 0 290,506

12. 諸支出金 132,129 132,009 264,138

1. 公共施設等整備基金 7,783 797 8,580

2. 減債基金 71 131,212 131,283

39,096,177 884,853 39,981,030

補 正 額 計款 項 補正前の額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



2. 1.

三館等合同施設整備事業 2,037

3. 2.

すくすく子ども館施設等整備事業 5,754

7. 1.

地域ポイントプレミアム事業（臨時） 33,534

9. 1.

備蓄物品整備事業 9,445

10. 2.

小学校管理事業（臨時） 71,799

10. 3.

中学校管理事業（臨時） 1,441

10. 4.

幼稚園管理事業（臨時） 3,769

民生費 児童福祉費

商工費 商工費

消防費 消防費

教育費 小学校費

　　　　　　　　　　第  ２  表　　　　繰　　越　　明　　許　　費

（単位　千円）

款 項 事 業 名 金 額

総務費 総務管理費

教育費 中学校費

教育費 幼稚園費



款 項 事 業 名 金 額

10. 5.

山手施設整備事業 3,601教育費 社会教育費



(変更)

期　　　　　間 限　　度　　額 期　　　　　間 限　　度　　額

第 ３ 表　　　　債  務  負  担  行  為  補  正 

補正前 補正後
　事　　　　　　項

官民連携手法を用いた公共施設等の
Ｌ Ｅ Ｄ 照 明 調 達 事 業

令和６年度～令和18年度 1,241,537千円 令和６年度～令和18年度 1,433,520千円



起債の 起債の

方  法 借入先 償還期限 据置期間 その他 方  法 借入先 償還期限 据置期間 償還方法 その他

千円 年以内 年以内      千円 年以内 年以内

25,500 証書借入 年6.5％以内 政　府 20 3 左記の条件の範囲  証券発行の場合 33,800 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左

又は （ただし、利率見 内において借入先  において発行価

証券発行 直し方式で借り入 その他 に融通条件がある  格が額面金額を

105,900 れる政府資金及び 20 3 場合その条件に従  下回るときは、 116,900 同左 同左

地方公共団体金融 うことができる。  それぞれの発行

機構資金について、 ただし、財政の都  価格差減額を埋

56,600 利率の見直しを行っ 25 3 合により償還期限  めるために必要 104,400 同左 同左

た後においては、 及び据置期間を短  な金額をそれぞ

当該見直し後の利 縮し又は繰上償還  れの限度額に加

56,500 率） 20 3 若しくは低利に借  算した金額を限 72,600 同左 同左

り換えることがで  度額とする。

きる。

16,300 20 3 20,300 同左 同左

124,700 20 3 132,700 同左 同左

700 25 3

21,200 10 0 26,300 同左 同左

起債合計 1,388,878 1,489,878

幼稚園整備事業

公 民 館 施 設
整 備 事 業

社 会 体 育 施 設
整 備 事 業

公共施設等除却
債

 年賦又は

 半年賦・

 均等若し

 又は元金

第４表  地 方 債 補 正

起債の目的

補　　正　　前 補　　正　　後

限度額 備   考

学校施設整備事
業

 くは満期

 一括償還

限度額利  率

 元利均等

図 書 館 施 設
整 備 事 業

償還方法

保健福祉合同庁
舎

整 備 事 業

市 民 文 化 会 館
施 設 整 備 事 業

償還の方法
備　　考 利  率

償還の方法


